
御前崎市景観条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、景観法（平成16年法律第110号。以下「法」という。）及び御前崎

市景観条例（令和７年御前崎市条例第19号。以下「条例」という。）の施行に関し必要

な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において使用する用語は、法、景観法施行令（平成16年政令第398号）、

景観法施行規則（平成16年国土交通省令第100号。以下「省令」という。）及び条例に

おいて使用する用語の例による。 

（市民等による景観計画の提案） 

第３条 法第11条第１項又は第２項の規定による提案は、景観計画提案書（様式第１号）

を提出して行うものとする。 

（行為の届出） 

第４条 法第16条第１項の規定による届出は、景観計画区域内行為届出書（様式第２号）

に、別表第１の右欄に掲げる図書及びその他市長が必要と認める書類を添付して市長に

提出するものとする。 

２ 前項の届出は、建築基準法（昭和25年法律第201号）その他法令に基づく手続を行お

うとする日（当該手続を要しない行為の場合は、当該行為に着手しようとする日）の30

日前までに行わなければならない。 

（届出を要する行為） 

第５条 条例第９条第１項第１号の規則で定める土地の区画形質の変更は、御前崎市土地

利用事業の適正化に関する指導要綱（平成17年御前崎市告示第83号）の第３条に該当す

るものとし、その面積が1,000平方メートル以上のものとする。 

２ 条例第９条第１項第２号の規則で定める木竹の伐採は、別表第２の左欄に掲げる地区

の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる行為とする。 

（届出を要しない行為） 

第６条 条例第10条第１項第１号の規則で定める行為は、別表第３の左欄に掲げる地区の

区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる規模の建築物の建築等とする。 

２ 条例第10条第１項第２号の規則で定める行為は、別表第４の左欄に掲げる種類の区分

に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる規模の工作物の建設等とする。 

３ 条例第10条第１項第３号の規則で定める行為は、別表第５の左欄に掲げる種類の区分

に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる行為とする。 

（条例第10条第１項第４号の規則で定める行為） 

第７条 条例第10条第１項第４号の規則で定める行為は、仮設の建築物の建築等（法第16

条第１項第１号に規定する建築等（仮設の期間が１年を超えるものを除く。）をい

う。）とする。 



（行為の変更の届出） 

第８条 法第16条第２項の規定による届出は、景観計画区域内行為変更届出書（様式第３

号）に別表第１の右欄に掲げる図書及びその他市長が必要と認める書類のうち当該変更

に係るものを添付して行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、前項の図書又は書類の添付の必要がないと認める

ときは、これを省略させることができる。 

（事前協議） 

第９条 条例第12条第１項の事前協議（次項において「協議」という。）をしようとする

者は、景観計画区域内行為事前協議申出書（様式第４号）を市長に提出しなければなら

ない。 

２ 協議は、法第16条第１項又は第２項の規定による届出の30日前までにしなければなら

ない。 

３ 市長は、条例第12条第４項の規定による指導をするときは、景観計画区域内行為事前

協議指導通知書（様式第５号）により行う。 

（国又は地方公共団体が行う行為に係る通知） 

第10条 法第16条第５項後段の規定による通知は、景観計画区域内における行為の通知書

（様式第６号）に、別表第６に掲げる図書及びその他市長が必要と認める書類を添付し

て行うものとする。 

（景観形成基準の適合通知） 

第11条 市長は、法第16条第１項又は第２項の規定による届出があった場合において、当

該届出に係る行為が景観計画に定める景観形成基準に適合していると認めるときは、景

観形成基準適合通知書（様式第７号）により通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による通知をしたときは、法第18条第１項に規定する行為の着手

制限の期間を当該通知の日まで短縮するものとする。 

（行為の着手の制限に係る期間の短縮） 

第12条 市長は、法第18条第２項の規定により前条第２項に規定する期間を短縮するとき

は、法第16条第１項又は第２項の規定による届出をした者に対し、行為の着手を制限す

る期間の短縮通知書（様式第８号）により通知するものとする。 

（行為の完了の届出） 

第13条 条例第14条の規定による届出は、景観計画区域内行為完了届出書（様式第９号）

を提出して行うものとする。 

２ 前項の届出書には、次に掲げる図書を添付しなければならない。 

(1) 当該届出に係る行為を完了したことを示す写真 

(2) 前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める図書 

（勧告） 

第14条 法第16条第３項の規定による勧告は、勧告書（様式第10号）により行うものとす



る。 

（命令） 

第15条 法第17条第１項の規定による命令は、変更命令書（様式第11号）により行うもの

とする。 

（期間延長等の通知） 

第16条 法第17条第４項後段の規定による通知は、期間延長通知書（様式第12号）により

行うものとする。 

（原状回復等の命令） 

第17条 法第17条第５項の規定による命令は、原状回復等命令書（様式第13号）により行

うものとする。 

（勧告に従わない旨の公表） 

第18条 条例第17条第１項の規定による公表は、次に掲げる事項について行う。 

(1) 個人にあっては氏名、法人にあっては名称及び代表者氏名 

(2) 個人にあっては住所、法人にあっては所在地 

(3) 勧告の要旨 

(4) その他必要な事項 

２ 条例第17条第１項の規定による公表をしようとするときは、当該公表に係る者に対し、

公表通知書（様式第14号）によりその旨を通知するものとする。 

３ 条例第17条第２項の規定による通知及び意見陳述のための手続は、御前崎市聴聞及び

弁明の機会の付与に関する規則（平成16年御前崎市規則第14号）第２章の規定の例によ

る。 

４ 条例第17条第１項の規定による公表を行ったときは、当該公表に係る者に対しその旨

を通知するものとする。 

（身分証明書） 

第19条 法第17条第８項及び第23条第３項（法第32条第１項前段において準用する場合を

含む。）の身分を示す証明書は、身分証明書（様式第15号）によるものとする。 

（景観重要建造物及び景観重要樹木の指定の提案） 

第20条 法第20条第１項及び第２項の規定による提案は、景観重要建造物指定提案書（様

式第16号）に必要な書類を添えて行わなければならない。 

２ 法第29条第１項及び第２項の規定による提案は、景観重要樹木指定提案書（様式第17

号）に必要な書類を添えて行わなければならない。 

（景観重要建造物等の指定の通知） 

第21条 法第21条第１項及び第30条第１項の規定による通知は、景観重要建造物（樹木）

指定通知書（様式第18号）により行うものとする。 

２ 前項の通知は、省令第８条第１項６号に掲げる事項を示す縮尺2,500分の１以上の図

面を添付して行うものとする。 



（告示事項及び標識の設置） 

第22条 条例第18条第２項の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

(1) 景観重要建造物等の指定番号及び指定年月日 

(2) 景観重要建造物の名称又は景観重要樹木の樹種 

(3) 景観重要建造物等の所在地 

２ 法第21条第２項又は法第30条第２項の規定による規則で定める標識には、前項各号に

掲げる事項を記載するものとする。 

（景観重要建造物等の現状変更許可の申請等） 

第23条 法第22条第１項又は法第31条第１項の規定により現状変更の許可を受けようとす

る者は、現状を変更しようとする日の60日前までに、景観重要建造物（樹木）現状変更

許可申請書（様式第19号）を提出しなければならない。 

２ 市長は、法第22条第１項及び第31条第１項の規定による許可を行ったときは、景観重

要建造物（樹木）現状変更許可通知書（様式第20号）により通知するものとする。 

３ 市長は、第１項の規定による申請があった場合において、現状変更の許可をしないと

きは、景観重要建造物（樹木）現状変更不許可通知書（様式第21号）により通知するも

のとする。 

（景観重要建造物等の現状変更行為の完了等の報告） 

第24条 前条第２項の規定により現状変更の許可を受けた者は、当該許可に係る行為を完

了し、又は中止したときは、景観重要建造物（樹木）現状変更行為完了・中止報告書

（様式第22号）により速やかに市長に報告しなければならない。 

（景観重要建造物等の原状回復等の命令） 

第25条 法第23条第１項（法第32条第１項において準用する場合を含む。）の規定による

命令は、景観重要建造物（樹木）原状回復等命令書（様式第23号）により行うものとす

る。 

（原状回復等に係る届出） 

第26条 法第23条第１項（法第32条第１項において準用する場合を含む。）の規定による

命令を受けた者が当該原状回復等を行ったときは、景観重要建造物（樹木）原状回復等

完了届出書（様式第24号）に原状回復等が完了したことを確認できる書類を添えて遅滞

なく市長に届け出なければならない。 

（景観重要建造物等の管理に関する命令又は勧告） 

第27条 法第26条及び第34条の規定による命令は、景観重要建造物（樹木）管理命令書

（様式第25号）により行うものとする。 

２ 法第26条及び第34条の規定による勧告は、景観重要建造物（樹木）管理勧告書（様式

第26号）により行うものとする。 

（景観重要建造物等の指定解除の通知） 

第28条 法第27条第３項において準用する法第21条第１項及び第35条第３項において準用



する法第30条第１項の規定による通知は、景観重要建造物（樹木）指定解除通知書（様

式第27号）により行うものとする。 

（景観重要建造物等の所有者の変更の届出） 

第29条 法第43条の規定による届出は、景観重要建造物（樹木）所有者変更届出書（様式

第28号）により行うものとする。 

（景観審議会の会長及び副会長） 

第30条 御前崎市景観審議会（以下「審議会」という。）に、会長及び副会長をそれぞれ

１人置き、審議会の委員（以下「委員」という。）の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、審議会の会務を総括し、審議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務

を代理する。 

（会議） 

第31条 審議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決す

るところによる。 

４ 審議会は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求めて意見若しくは説明を聴

き、又は必要な資料の提出を求めることができる。 

（会議の公開） 

第32条 会議は、公開とする。ただし、会長又は委員の発議により、出席した委員の過半

数をもって議決したときは、非公開とすることができる。 

（審議会の庶務） 

第33条 審議会の庶務は、条例を所管する課において処理する。 

（その他） 

第34条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、令和７年７月１日から施行する。 

別表第１（第４条、第９条関係） 

行為 図書 

法第16条第

１項第１号

から第３号

までに規定

する行為 

位置図 方位及び行為地の付近見取図 

計画配置図 敷地の境界、建築物の位置及び緑化計

画 

計画立面図及び断面 着色（各面の見付面積、仕上げ材の種



図又は完成予想図 類、各色の使用面積及びマンセル値） 

現況写真 行為地及びその周辺 

条例第11号

に規定する

行為 

位置図 方位及び行為地の付近見取図 

計画配置図 敷地の境界、建築物の位置及び緑化計

画 

計画立面図及び断面

図又は完成予想図 

着色（各面の見付面積、仕上げ材の種

類、各色の使用面積及びマンセル値） 

現況写真 行為地及びその周辺 

別表第２（第５条関係） 

地区 規模 

景観計画重

点地区（朝

比奈地区） 

眺望景観特別保全

エリア及び眺望景

観保全エリア 

事業区域の面積が1,000㎡以上 

別表第３（第６条関係） 

地区 規模 

景観計画区域 

（景観計画重点地区を除

く。） 

次のいずれかに該当するもの 

(１) 建築物の高さが10メートル以下又は延べ面積が

1,000平方メートル未満のもの（増築する場合にあっ

ては、増築後の高さ及び延べ面積） 

(２) 建築物の外観を変更することとなる修繕若しく

は模様替又は色彩の変更で、変更する部分の見付面積

が２分の１未満のもの 

御前崎地区景観計画

重点地区（沿道景観

保 全 エ リ ア に 限

る。）及び 

朝比奈地区景観計画

重点地区（眺望景観

特別保全エリアに限

次のいずれかに該当するもの 

(１) 建築物の高さが10メートル以下又は延べ面積が

200平方メートル以下のもの（増築する場合にあって

は、増築後の高さ及び延べ面積） 

(２) 建築物の外観を変更することとなる修繕若しく

は模様替又は色彩の変更で、変更する部分の見付面積

が２分の１未満のもの 



る。） 

御前崎地区景観計画

重点地区（眺望景観

保 全 エ リ ア に 限

る。）及び朝比奈地

区景観計画重点地区

（眺望景観保全エリ

アに限る。） 

次のいずれかに該当するもの 

(１) 建築物の高さが10メートル以下又は延べ面積が

500平方メートル未満のもの（増築する場合にあって

は、増築後の高さ及び延べ面積） 

(２) 建築物の外観を変更することとなる修繕若しく

は模様替又は色彩の変更で、変更する部分の見付面積

が２分の１未満のもの 

御前崎地区景観計画

重点地区（港湾景観

保 全 エ リ ア に 限

る。）及び朝比奈地

区景観計画重点地区

（眺望景観配慮エリ

アに限る。） 

次のいずれかに該当するもの 

(１) 建築物の高さが10メートル以下又は延べ面積が

1,000平方メートル未満のもの（増築する場合にあっ

ては、増築後の高さ及び延べ面積） 

(２) 建築物の外観を変更することとなる修繕若しく

は模様替又は色彩の変更で、変更する部分の見付面積

が２分の１未満のもの 

備考 この表において「高さ」とは、建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第２

条第１項第６号の規定により算定したものをいう。 

別表第４（第６条関係） 

地区 種類 規模 

景観計画区域（景

観計画重点地区を

除く。） 

垣、柵、塀、擁壁その

他これらに類するもの 

次のいずれかに該当する

もの 

(１) 高さ３メートル以

下のもの（増築する場合

にあっては、増築後の高

さ） 

(２) 工作物の外観を変

更することとなる修繕若

しくは模様替又は色彩の

変更で、変更する部分の

見付面積が２分の１未満

のもの 

(１) 煙突、排気塔そ 次のいずれかに該当する



の他これらに類するも

の 

(２) 鉄筋コンクリー

ト造の柱、鉄柱、木柱

その他これらに類する

もの 

(３) 高架水槽、物見

塔その他これらに類す

るもの 

(４) コンクリートプ

ラント、アスファルト

プラントその他これら

に類するもの 

(５) 石油、ガス、穀

物等を貯蔵する施設そ

の他これらに類するも

の 

(６) 電気供給のため

の電線路、有線電気通

信の線路、空中線系

（その支持物を含む）

その他これらに類する

もの 

(７) 風力発電施設そ

の他これらに類するも

の 

もの 

(１) 高さ10メートル以

下のもの（増築する場合

にあっては、増築後の高

さ） 

(２) 工作物の外観を変

更することとなる修繕若

しくは模様替又は色彩の

変更で、変更する部分の

見付面積が２分の１未満

のもの 

太陽光発電設備その他

これに類するもの 

事業面積が1,000平方メ

ートル未満のもの 

自動販売機その他これ

らに類するもの 

全ての自動販売機 

この表に掲げるものの

ほか、良好な景観形成

に支障を及ぼすおそれ

市長が別に定めるもの 



があると市長が認めた

もの 

御前崎地区景観計

画重点地区（沿道

景観保全エリアに

限る。） 

垣、柵、塀、擁壁その

他これらに類するもの 

次のいずれかに該当する

もの 

(１) 高さ３メートル以

下のもの（増築する場合

にあっては、増築後の高

さ） 

(２) 工作物の外観を変

更することとなる修繕若

しくは模様替又は色彩の

変更で、変更する部分の

見付面積が２分の１未満

のもの 

(１) 煙突、排気塔そ

の他これらに類するも

の 

(２) 鉄筋コンクリー

ト造の柱、鉄柱、木柱

その他これらに類する

もの 

(３) 高架水槽、物見

塔その他これらに類す

るもの 

(４) コンクリートプ

ラント、アスファルト

プラントその他これら

に類するもの 

(５) 石油、ガス、穀

物等を貯蔵する施設そ

の他これらに類するも

の 

(６) 電気供給のため

の電線路、有線電気通

次のいずれかに該当する

もの 

(１) 高さ10メートル以

下のもの（増築する場合

にあっては、増築後の高

さ） 

(２) 工作物の外観を変

更することとなる修繕若

しくは模様替又は色彩の

変更で、変更する部分の

見付面積が２分の１未満

のもの 



信の線路、空中線系

（その支持物を含む）

その他これらに類する

もの 

(７) 風力発電施設そ

の他これらに類するも

の 

太陽光発電設備その他

これに類するもの 

事業面積が1,000平方メ

ートル未満のもの 

自動販売機その他これ

らに類するもの 

自然公園区域外に設置す

るもの 

この表に掲げるものの

ほか、良好な景観形成

に支障を及ぼすおそれ

があると市長が認めた

もの 

市長が別に定めるもの 

御前崎地区景観計

画重点地区（沿道

景観保全エリアを

除く。） 

垣、柵、塀、擁壁その

他これらに類するもの 

次のいずれかに該当する

もの 

(１) 高さ３メートル以

下のもの（増築する場合

にあっては、増築後の高

さ） 

(２) 工作物の外観を変

更することとなる修繕若

しくは模様替又は色彩の

変更で、変更する部分の

見付面積が２分の１未満

のもの 

(１) 煙突、排気塔そ

の他これらに類するも

の 

(２) 鉄筋コンクリー

次のいずれかに該当する

もの 

(１) 高さ10メートル以

下のもの（増築する場合



ト造の柱、鉄柱、木柱

その他これらに類する

もの 

(３) 高架水槽、物見

塔その他これらに類す

るもの 

(４) コンクリートプ

ラント、アスファルト

プラントその他これら

に類するもの 

(５) 石油、ガス、穀

物等を貯蔵する施設そ

の他これらに類するも

の 

(６) 電気供給のため

の電線路、有線電気通

信の線路、空中線系

（その支持物を含む）

その他これらに類する

もの 

(７) 風力発電施設そ

の他これらに類するも

の 

にあっては、増築後の高

さ） 

(２) 工作物の外観を変

更することとなる修繕若

しくは模様替又は色彩の

変更で、変更する部分の

見付面積が２分の１未満

のもの 

太陽光発電設備その他

これに類するもの 

事業面積が1,000平方メ

ートル未満のもの 

自動販売機その他これ

らに類するもの 

全ての自動販売機 

この表に掲げるものの

ほか、良好な景観形成

に支障を及ぼすおそれ

があると市長が認めた

もの 

市長が別に定めるもの 



朝比奈地区景観計

画重点地区（眺望

景観特別保全エリ

アに限る。） 

 

垣、柵、塀、擁壁その

他これらに類するもの 

次のいずれかに該当する

もの 

(１) 高さ３メートル以

下のもの（増築する場合

にあっては、増築後の高

さ） 

(２) 工作物の外観を変

更することとなる修繕若

しくは模様替又は色彩の

変更で、変更する部分の

見付面積が２分の１未満

のもの 

(１) 煙突、排気塔そ

の他これらに類するも

の 

(２) 鉄筋コンクリー

ト造の柱、鉄柱、木柱

その他これらに類する

もの 

(３) 高架水槽、物見

塔その他これらに類す

るもの 

(４) コンクリートプ

ラント、アスファルト

プラントその他これら

に類するもの 

(５) 石油、ガス、穀

物等を貯蔵する施設そ

の他これらに類するも

の 

(６) 電気供給のため

の電線路、有線電気通

信の線路、空中線系

（その支持物を含む）

次のいずれかに該当する

もの 

(１) 高さ10メートル以

下のもの（増築する場合

にあっては、増築後の高

さ） 

(２) 工作物の外観を変

更することとなる修繕若

しくは模様替又は色彩の

変更で、変更する部分の

見付面積が２分の１未満

のもの 



その他これらに類する

もの 

(７) 風力発電施設そ

の他これらに類するも

の 

この表に掲げるものの

ほか、良好な景観形成

に支障を及ぼすおそれ

があると市長が認めた

もの 

市長が別に定めるもの 

朝比奈地区景観計

画重点地区（眺望

景観保全エリアに

限る。） 

垣、柵、塀、擁壁その

他これらに類するもの 

次のいずれかに該当する

もの 

(１) 高さ３メートル以

下のもの（増築する場合

にあっては、増築後の高

さ） 

(２) 工作物の外観を変

更することとなる修繕若

しくは模様替又は色彩の

変更で、変更する部分の

見付面積が２分の１未満

のもの 

(１) 煙突、排気塔そ

の他これらに類するも

の 

(２) 鉄筋コンクリー

ト造の柱、鉄柱、木柱

その他これらに類する

もの 

(３) 高架水槽、物見

塔その他これらに類す

るもの 

(４) コンクリートプ

次のいずれかに該当する

もの 

(１) 高さ10メートル以

下のもの（増築する場合

にあっては、増築後の高

さ） 

(２) 工作物の外観を変

更することとなる修繕若

しくは模様替又は色彩の

変更で、変更する部分の

見付面積が２分の１未満



ラント、アスファルト

プラントその他これら

に類するもの 

(５) 石油、ガス、穀

物等を貯蔵する施設そ

の他これらに類するも

の 

(６) 電気供給のため

の電線路、有線電気通

信の線路、空中線系

（その支持物を含む）

その他これらに類する

もの 

(７) 風力発電施設そ

の他これらに類するも

の 

のもの 

太陽光発電設備その他

これに類するもの 

事業面積が500平方メー

トル未満のもの 

自動販売機その他これ

らに類するもの 

全ての自動販売機 

この表に掲げるものの

ほか、良好な景観形成

に支障を及ぼすおそれ

があると市長が認めた

もの 

市長が別に定めるもの 

朝比奈地区景観計

画重点地区（眺望

景観保全エリア及

び眺望景観特別保

全 エ リ ア を 除

く。） 

垣、柵、塀、擁壁その

他これらに類するもの 

次のいずれかに該当する

もの 

(１) 高さ３メートル以

下のもの（増築する場合

にあっては、増築後の高

さ） 

(２) 工作物の外観を変



更することとなる修繕若

しくは模様替又は色彩の

変更で、変更する部分の

見付面積が２分の１未満

のもの 

(１) 煙突、排気塔そ

の他これらに類するも

の 

(２) 鉄筋コンクリー

ト造の柱、鉄柱、木柱

その他これらに類する

もの 

(３) 高架水槽、物見

塔その他これらに類す

るもの 

(４) コンクリートプ

ラント、アスファルト

プラントその他これら

に類するもの 

(５) 石油、ガス、穀

物等を貯蔵する施設そ

の他これらに類するも

の 

(６) 電気供給のため

の電線路、有線電気通

信の線路、空中線系

（その支持物を含む）

その他これらに類する

もの 

(７) 風力発電施設そ

の他これらに類するも

の 

次のいずれかに該当する

もの 

(１) 高さ10メートル以

下のもの（増築する場合

にあっては、増築後の高

さ） 

(２) 工作物の外観を変

更することとなる修繕若

しくは模様替又は色彩の

変更で、変更する部分の

見付面積が２分の１未満

のもの 

太陽光発電設備その他こ

れに類するもの 

事業面積が1,000平方メ

ートル未満のもの 



自動販売機その他これ

らに類するもの 

全ての自動販売機 

この表に掲げるものの

ほか、良好な景観形成

に支障を及ぼすおそれ

があると市長が認めた

もの 

市長が別に定めるもの 

備考 この表において「高さ」とは、建築基準法施行令第２条第１項第６号の規定により

算定したものをいう。 

別表第５（第６条関係） 

地区 規模 

景観計画区域 

（景観計画重点地区

を除く。） 

都市

計画

区域 

開発区域の面積が3,000㎡以上 

都市

計画

区域

外 

開発区域の面積が10,000㎡以上 

景観計画重点地区

（御前崎地区） 

都市

計画

区域 

開発区域の面積が3,000㎡以上 

景観計画重点地区

（朝比奈地区） 

都市

計画

区域 

開発区域の面積が3,000㎡以上 

都市

計画

区域

外 

開発区域の面積が10,000㎡以上 

別表第６（第10条関係） 

図書 



位置図 方位及び行為地の付近見取図 

措置状況を記載した書類 国、静岡県等が色彩・デザイン指針、景観ガイ

ドライン等で定める公共施設の整備に関する景

観配慮事項に対する行為 

計画立面図及び断面図又は

完成予想図 

着色（各面の見付面積、仕上げ材の種類、各色

の使用面積及びマンセル値） 

現況写真 行為地及びその周辺 



様式第１号（第３条関係） 

 



様式第２号（第４条関係） 

 



 



様式第３号（第８条関係） 

 



様式第４号（第９条関係） 

 



 



様式第５号（第９条関係） 

 



様式第６号（第10条関係） 

 



 



様式第７号（第11条関係） 

 



様式第８号（第12条関係） 

 



様式第９号（第13条関係） 

 



様式第10号（第14条関係） 

 



様式第11号（第15条関係） 

 



様式第12号（第16条関係） 

 



様式第13号（第17条関係） 

 



様式第14号（第18条関係） 

 



様式第15号（第19条関係） 

 



様式第16号（第20条関係） 

 



様式第17号（第20条関係） 

 



様式第18号（第21条関係） 

 



様式第19号（第23条関係） 

 



 



様式第20号（第23条関係） 

 



様式第21号（第23条関係） 

 



様式第22号（第24条関係） 

 



様式第23号（第25条関係） 

 



 



様式第24号（第26条関係） 

 



様式第25号（第27条関係） 

 



 



様式第26号（第27条関係） 

 



様式第27号（第28条関係） 

 



様式第28号（第29条関係） 

 


